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ま え が き

財政事情の公表は、加東市財政事情の作成及び公表に関する条例第２条第１項の

規定により、年２回（上半期及び下半期）、本市の財政状況について市民の皆様に

報告するものです。今回は平成３０年度上半期（平成３０年４月１日から平成３０

年９月３０日まで）の予算の執行状況及び財産の現状並びに平成２９年度決算の概

要等について報告いたします。 

   平成３０年１１月３０日   

加東市長 安 田 正 義
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　１．平成３０年度　予算執行状況
（１）一般会計 (歳入)

(単位：千円)
科　　　　　　　　目 予 算 額 収入済額 予算比率％

 市　　　　　税 6,577,479 4,127,612 62.8
 地 方 譲 与 税 165,000 46,115 27.9
 利 子 割 交 付 金 4,000 3,934 98.4
 配 当 割 交 付 金 30,000 9,086 30.3
 株式等譲渡所得割交付金 30,000 0 0.0
 地方消費税交付金 740,000 433,219 58.5
 ゴルフ場利用税交付金 299,000 127,640 42.7
 自動車取得税交付金 54,000 26,842 49.7
 基 地 交 付 金※ 11,000 0 0.0
 地方特例交付金 28,000 30,511 109.0
 地 方 交 付 税 3,700,000 2,386,801 64.5
 交通安全対策特別交付金 7,000 3,060 43.7
 分担金及び負担金 65,448 23,150 35.4
 使用料及び手数料 260,734 144,894 55.6
 国 庫 支 出 金 2,068,127 902,245 43.6
 県  支  出  金 1,372,069 333,803 24.3
 財  産  収  入 113,765 19,799 17.4
 寄　　附　　金 35,500 9,521 26.8
 繰    入    金 923,751 0 0.0
 繰    越    金 195,897 195,898 100.0
 諸    収    入 436,372 96,555 22.1
 市　　　　　債 2,612,700 0 0.0

合　　　　　　　　計 19,729,842 8,920,683 45.2
注）収入済額（支出済額）は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しないこ
とがあります（他会計も同じ）。
※「基地交付金」は「国有提供施設等所在市町村助成交付金」の略称
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一般会計 (歳出)
(単位：千円)

科　　　　　　　　目 予 算 額 支出済額 予算比率％
 議　会　費 165,439 84,294 51.0
 総　務　費 2,419,022 859,556 35.5
 民　生　費 6,560,307 2,512,452 38.3
 衛　生　費 1,529,199 700,617 45.8
 労　働　費 46,308 40,623 87.7
 農林水産業費 720,024 262,764 36.5
 商　工　費 350,059 235,541 67.3
 土　木　費 2,837,493 1,013,664 35.7
 消　防　費 875,163 427,622 48.9
 教　育　費 2,218,798 706,048 31.8
 災害復旧費 33,200 0 0.0
 公　債　費 1,934,373 728,318 37.7
 予　備　費 40,457 0 0.0

合　　　　　　　　計 19,729,842 7,571,500 38.4
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一般会計 繰越明許費　(歳入)
(単位：千円)

科　　　　　　　　目 予 算 額 収入済額 予算比率％
 国庫支出金 17,099 0 0.0
 県支出金 19,408 13,407 69.1
 繰 越 金 59,937 59,937 100.0
 市　  債 415,400 0 0.0

合　　　　　　　　計 511,844 73,344 14.3

一般会計 繰越明許費　(歳出)
(単位：千円)

科　　　　　　　　目 予 算 額 支出済額 予算比率％
 総　務　費 2,430 2,268 93.3
 民　生　費 230,600 0 0.0
 農林水産業費 21,849 13,407 61.4
 土　木　費 124,440 68,764 55.3
 教　育　費 132,525 5,151 3.9

合　　　　　　　　計 511,844 89,591 17.5

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000

国庫支出金

県支出金

繰 越 金

市 債

単位：千円予 算 額 収入済額

0 100,000 200,000 300,000

総 務 費

民 生 費

農林水産業費

土 木 費

教 育 費

単位：千円予 算 額 支出済額

- 3 -



（２）国民健康保険特別会計　(歳入)
(単位：千円)

科　　　　　　　　目 予 算 額 収入済額 予算比率％
 国民健康保険税 776,700 302,358 38.9
 一 部 負 担 金 4 0 0.0
 使用料及び手数料 550 198 36.0
 県　支　出　金 2,583,734 1,112,903 43.1
 財　産　収　入 301 222 73.8
 繰　　入　　金 355,992 161,264 45.3
 繰　　越　　金 37,768 37,768 100.0
 諸　　収　　入 14,382 14,843 103.2

合　　　　　　　　計 3,769,431 1,629,556 43.2
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国民健康保険特別会計　(歳出)
(単位：千円)

科　　　　　　　　目 予 算 額 支出済額 予算比率％
 総　　務　　費 64,804 26,335 40.6
 保 険 給 付 費 2,487,480 1,107,650 44.5
 国民健康保険事業費納付金 1,133,228 260,642 23.0
 共同事業拠出金 84 21 25.0
 保 健 事 業 費 32,603 16,868 51.7
 基 金 積 立 金 301 222 73.8
 公　　債　　費 917 0 0.0
 諸　支　出　金 47,808 8,736 18.3
 予　　備　　費 2,206 0 0.0

合　　　　　　　　計 3,769,431 1,420,473 37.7
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(３) 後期高齢者医療特別会計　(歳入)
(単位：千円)

科　　　　　　　　目 予 算 額 収入済額 予算比率％
 後期高齢者医療保険料 362,200 145,486 40.2
 繰　　入　　金 110,300 0 0.0
 繰　　越　　金 12,058 12,057 100.0
 諸　　収　　入 1,331 0 0.0

合　　　　　　　　計 485,889 157,543 32.4

後期高齢者医療特別会計　(歳出)
(単位：千円)

科　　　　　　　　目 予 算 額 支出済額 予算比率％
 後期高齢者医療広域連合納付金 484,559 138,212 28.5
 諸　支　出　金 1,330 685 51.5

合　　　　　　　　計 485,889 138,897 28.6
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（４）介護保険保険事業特別会計　(歳入)
(単位：千円)

科　　　　　　　　目 予 算 額 収入済額 予算比率％
 保　　険　　料 750,669 384,275 51.2
 分担金及び負担金 30 0 0.0
 使用料及び手数料 60 36 60.0
 国 庫 支 出 金 778,555 392,520 50.4
 県　支　出　金 493,359 215,350 43.6
 支払基金交付金 880,288 375,740 42.7
 財　産　収　入 402 184 45.8
 繰　　入　　金 536,894 262,800 48.9
 繰　　越　　金 18,382 18,383 100.0
 諸　　収　　入 7,864 2,604 33.1

合　　　　　　　　計 3,466,503 1,651,892 47.7

介護保険保険事業特別会計　(歳出)
(単位：千円)

科　　　　　　　　目 予 算 額 支出済額 予算比率％
 総　　務　　費 105,676 45,530 43.1
 保 険 給 付 費 3,203,260 1,289,433 40.3
 財政安定化基金拠出金 1 0 0.0
 地域支援事業費 129,496 43,271 33.4
 基 金 積 立 金 404 184 45.5
 諸　支　出　金 26,666 2,601 9.8
 予　　備　　費 1,000 0 0.0

合　　　　　　　　計 3,466,503 1,381,018 39.8
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　２．市　税　の　状　況
（１）住民一人当たりの市税額

年　　　　　度 市　　税　　額 人　　口 市税額（円）
(円) (人) 人口

 平成30年度(現予算) 6,577,479,000 40,162 163,774
人口：平成30年9月30日現在

（２）平成３０年度現予算における市税の構成

科　　　　　目 金 　額　(千円) 構成比率 %
 個人市民税 1,845,100 28.1  市  民  税
 法人市民税 483,000 7.3 2,328,100 千円( 35.4 %)
 固定資産税 3,609,200 54.9  固定資産税
 交付金※ 5,560 0.1 3,614,760 千円( 55.0 %)
 軽自動車税 131,600 2.0
 たばこ税 296,200 4.5
 鉱産税 2,918 0.0
 都市計画税 203,900 3.1
 入湯税 1 0.0
合　　　　計 6,577,479 100.0

注）構成比率は、小数点第１位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない
ことがあります。
※「交付金」は「国有資産等所在市町村交付金」の略
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　３．市有財産の状況 平成３０年９月３０日現在

種別 数量・金額
土地 1,866,993㎡ 庁 舎 6,648㎡ 296,225㎡

公 営 住 宅 75,828㎡ 555,138㎡
宅 地 100,717㎡ 830,326㎡
田 畑 等 2,111㎡

建物 169,882㎡ 庁 舎 8,201㎡ 62,561㎡
公 営 住 宅 24,659㎡ 64,833㎡
建 物 9,628㎡

420,348,200円

株式 25,000,000円

貸付金 511,989,516円

基金 14,542,339,363円 現　金
　※① (11,420㎡) 債　券

現　金
現　金
債　券
現　金
現　金
債　券
現　金
現　金
債　券
現　金
現　金
債　券
現　金
土　地
現　金
現　金

　 ※①基金の運用状況を別紙掲載

国民健康保険財政調整基金 233,358,555円
介護保険給付費準備基金 202,198,196円

財政調整基金

減債基金

公共施設整備基金

国際交流基金

地域振興基金

地域情報化基金

災害対策基金
207,876,951円
199,955,479円
336,674,313円

11,420㎡
土地開発基金

5,344,731,168円
999,178,633円
763,122,890円

福祉基金

やしろ鴨川の郷基金

2,678,850,965円
360,000,000円
88,580,326円
983,463,511円
950,000,000円
371,353,122円
614,664,318円
200,000,000円
8,330,936円

（株）夢街人とうじょう 15,000,000円

加東市天神東掎鹿谷土地区画整理組合貸付金
加東市病院事業会計貸付金

西日本旅客鉄道（株）貸付金 76,800,000円
住宅改修資金貸付金 320,992円
住宅建設資金貸付金 24,868,524円

110,000,000円
300,000,000円

（公財）加東文化振興財団出捐金 360,000,000円
地方公共団体金融機構出資金 4,800,000円
やしろ商業開発（株） 10,000,000円

職業訓練法人北はりま職業訓練協会出捐金 1,500,000円
北はりま森林組合出資金 45,200円
（公財）リバーフロント研究所出捐金 1,000,000円

（公財）兵庫県営林緑化労働基金出捐金 575,000円
（一財）兵庫県雇用開発協会出捐金 129,000円
大阪湾広域臨海環境整備センター出資金 300,000円

（公財）兵庫県まちづくり技術センター出捐金 3,160,000円
（公財）ひょうご環境創造協会出捐金 2,140,000円
（公社）兵庫みどり公社出捐金 180,000円

（公社）兵庫みどり公社出資金　（農業後継者育成事業） 8,760,000円
（公社）兵庫みどり公社出資金　（森林整備事業） 150,000円

（公財）北播磨地場産業開発機構出捐金　（基金財産） 1,440,000円

出資金及
び出捐金

兵庫県農業信用基金協会出資金 5,590,000円
兵庫県信用保証協会出捐金 27,133,000円
（一財）砂防フロンティア整備推進機構出捐金 90,000円
（公財）兵庫県人権啓発協会出捐金 1,100,000円
（公財）暴力団追放兵庫県民センター出捐金 2,040,000円
（公財）北播磨地場産業開発機構出捐金　（基本財産）

学 校

内　　　　　容
学 校
その他公共施設
山 林 等

その他公共施設

216,000円
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基金の運用状況
（単位 ： 円）

平成30年9月末
現在残高

基金に占める割合（％）
平成30年度中（9月末）の

運用収入

現  金　(預　金） 11,833,205,251 81.37 6,941,885

(2,772,564,449)

2,709,134,112 18.63 9,956,047

国債 0 0.00 0

(2,666,748,000)

2,609,134,112 17.94 7,435,500

0 0.00 0

0 0.00 0

(105,816,449)

100,000,000 0.69 2,520,547

14,542,339,363 100.00 16,897,932

注）基金に占める割合は、小数点第２位未満を四捨五入しているため、合計と一致しないことがあります。

※（　　　）内は、証券会社から提供を受けた評価・算定時価を参考価格として表示しています。

合　　　　計

種　　別

債券等

地方債

円建外債

ユーロ円債

金銭信託
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　４．借入金の状況
（１）平成３０年９月３０日現在の借入金現在高

一般会計

(単位：千円)

借　入　額 未償還元金 件数

928,300 590,688 59
1,311,000 528,690 23
7,600 3,370 2
133,800 127,979 2
574,100 213,331 17

2,174,600 479,566 39
9,482,300 7,112,323 115
2,865,700 2,782,751 21
523,000 26,277 2
263,500 222,573 9
787,600 177,736 25

12,662,400 8,932,258 37
13,800 2,760 1

31,727,700 21,200,302 352
注）未償還元金は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致し
ないことがあります。

科　　　　　　　目

一般公共事業債
公営住宅建設事業債
災害復旧事業債

教育・福祉施設等整備事業債
全国防災事業債

一般単独事業債（合併特例事業債を除く）

臨時財政対策債
減税補てん債

県 貸 付 金
合　　　　　　　　計

緊急防災・減災事業債
合併特例事業債

上水道事業債
厚生福祉施設整備事業債

0 5,000,000 10,000,000

一般公共事業債

公営住宅建設事業債

災害復旧事業債

全国防災事業債

教育・福祉施設等整備事業債

一般単独事業債（合併特例事業債を除く）

合併特例事業債

緊急防災・減災事業債

厚生福祉施設整備事業債

上水道事業債

減税補てん債

臨時財政対策債

県 貸 付 金

単位：千円借 入 額 未償還元金
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（２）住民一人当たりの借入金残高

（千円） （円） （人）
21,200,302 527,870

0 0
21,200,302 527,870

人口：平成30年9月30日の住民基本台帳人口

（３）

（千円） （円） （人）
一般会計 0 0
特別会計 0 0

計 0 0
人口：平成30年9月30日の住民基本台帳人口

一般会計
特別会計

40,162

40,162

人口
平成30年9月末

現在
借入金残高

平成30年9月末
現在

一時借入金残高

住民一人
当たりの額

人口

住民一人
当たりの額

一時借入金残高

計
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　５．平成２９年度　歳入歳出決算額
（１）一般会計

歳入 千円 （単位：千円）

市税の内訳 千円

20,516,721

6,851,153

固定資産税

3,809,857 

市民税

2,405,100 

都市計画税

219,152 

その他

417,044

市税 6,851,153 

地方交付税

3,973,307

地方債 3,211,700

国庫支出金

1,970,049 

県支出金

1,441,895

地方消費税交付金

734,068

諸収入 522,874

ゴルフ場利用税交

付金 313,226

使用料及び手数料

273,124

繰越金 224,212

地方譲与税

171,966

分担金及び負担金

102,179 財産収入 44,429

地方特例交付金

26,644

その他 655,895

- 13 -



歳出 千円

（目的別） （単位：千円）

（性質別）

千円歳入歳出差引残額 465,835

20,050,886

補助費等

4,618,461 

扶助費

3,283,045 

物件費

2,691,502 
投資的経費

2,491,528 

人件費

2,315,590 

公債費

1,934,176 

繰出金

1,359,774 

積立金 684,277 

投資及び出資金

468,246 

維持補修費

175,087 

貸付金 29,200 

民生費

6,128,102 

総務費

2,738,626 
土木費

2,267,241 

消防費

2,001,067 

教育費

1,992,994 

公債費

1,935,573 

衛生費

1,566,541 

農林水産業費

858,300 

商工費

317,505 

議会費

160,961 
労働費

45,342 

災害復旧費

38,634
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（２）国民健康保険特別会計
（単位：千円）

歳入歳出差引残額 77,768 千円

（３）後期高齢者医療特別会計

歳入歳出差引残額 12,057 千円

前期高齢者交付金

1,210,708

共同事業交付金

944,671
国民健康保険税

800,498

国庫支出金

796,547

繰入金

294,327

県支出金

209,641

療養給付費

等交付金

77,503
その他

75,313

歳入 ４，４０９，２０８千円

保険給付費

2,603,534

共同事業

拠出金

963,497

後期高齢者

支援金等

459,101

介護納付金

176,674

総務費

73,646

その他

54,988

歳出 ４，３３１，４４０千円

後期高齢者医療

保険料

343,098

繰入金

100,021

繰越金

12,179

諸収入

965

歳入 ４５６，２６３千円

後期高齢者医療広域連

合納付金

443,245

諸支出金

961

歳出 ４４４，２０６千円
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（４）介護保険保険事業特別会計
（単位：千円）

歳入歳出差引残額 37,383 千円

支払基金

交付金

865,494

国庫支出金

747,864

保険料

696,717

繰入金

497,365

県支出金

466,591

その他

54,880

歳入 ３，３２８，９１１千円

保険給付費

3,040,515

総務費

101,547

地域支援

事業費

102,489

その他

46,977

歳出 ３，２９１，５２８千円
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□　健全化判断比率の公表等

比率悪化 さらに悪化

早期健全化
基準

財政再生
基準

加東市

経営健全化
基準

加東市

　当該地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模
に対する比率です。公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模であ
る料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示
す指標ともいえます。

20.0%
―

算定されない

④将来負担比率

350.0%
―

算定されない

　加東市の会計で負担する公債費のほか、一部事務組合や市が出資す
る第３セクターなどの負債のうち本市が将来的に負担すべき金額か
ら、基金などの貯蓄や歳入の見込まれる財源見込みを差し引いたもの
が、財政規模に対してどれくらいの割合になっているのかを示すの
が、将来負担率です。

資金不足比率

②連結実質赤字比率

18.05% 30.00%
―

算定されない

　一般会計等のほか、水道事業会計など市の全ての会計を合計した結
果、実質赤字が生じている状態が連結実質赤字です。
　財政規模に対する連結実質赤字の割合が連結実質赤字比率です。

③実質公債費比率

25.0% 35.0% 4.7%

　道路建設などの資金として借りた地方債（自治体の借金）を償還す
るのが公債費です。
　一般会計で負担する特別会計の公債費も含めた額が、財政規模に対
してどのくらいの割合になっているか示すのが実質公債費比率で、過
去３年間の比率の平均により算出します。

□　平成29年度財政健全化比率

健全化判断比率

①実質赤字比率

13.05% 20.00%
―

算定されない

　形式的には黒字であっても、翌年度の収入をその年度に繰り上げて
いたり、その年度に支払うべきものを翌年度に繰り延べしているなど
して実質的には赤字の状態を実質赤字といいます。
　一般会計等における実質赤字が、財政規模に対してどれくらいの割
合になっているかを示す比率です。

加東文化振興財団など

加

東

市

一般会計等 一般会計

公
営
事
業
会
計

公営企業
会計等以
外の特別
会計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険保険事業特別会計

公営企業
会計等

水道事業会計

下水道事業会計

病院事業会計

加東市が加入する一部事務組合

小野加東広域事務組合など

加東市が出資する公社・第３セクター

①実質赤字比率
自主的な改善努力
による財政健全化

国等の関与による
確実な再生

②連結実質赤字比率
③実質公債費比率
④将来負担比率

　６．平成２９年度　財政健全化判断比率

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）

○地方公共団体（都道府県、市町村及び特別区）は、毎年度、以下の健全化判断比率及び資金不足比率
を監査委員の審査に付した上で、議会に報告し、公表することが、平成２０年度から義務づけられてい
ます。

健全化判断比率
財政の早期健全化 財政の再生
（早期健全化基準） (財政再生基準）

黄信号 赤信号

①
実
質
赤
字
比
率

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

③
実
質
公
債
費
比
率

④
将
来
負
担
比
率
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≪歳入≫

277,454 千円

≪歳出≫

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国県
支出金

地方債 その他
社会保障
財源化分

その他

福祉タクシー 22,447 2,318 1,700 18,429

生活困窮者自立支援事業 14,637 10,057 400 4,180

老人措置 17,144 2,364 1,300 13,480

緊急通報体制等整備 3,572 60 300 3,212

老人医療費助成事業 5,417 2,783 200 2,434

障害者給付金給付事業 33,468 8,484 2,200 22,784

自立支援給付事業 522,736 390,127 11,700 120,909

地域生活支援事業 70,522 31,366 612 3,400 35,144

障害者（児）等支援事業 2,068 1,033 100 935

重度障害者医療費助成事業 51,413 25,677 2,200 23,536

高齢重度障害者医療費助成事業 36,063 13,084 2,000 20,979

児童福祉事業 50,375 8,398 618 3,600 37,759

乳幼児等医療費給付事業 113,880 38,979 6,600 68,301

こども医療費給付事業 52,911 8,889 3,900 40,122

障害児通所支援等給付事業 51,596 33,211 1,600 16,785

母子家庭等医療費給付事業 6,777 1,981 400 4,396

保育所運営事業 1,149,663 601,391 94,092 40,200 413,980

公立こども園等運営事業 357,527 1,006 84,900 83,574 16,600 171,447

生活保護支給事業 265,590 229,879 3,100 32,611

小　　計 2,827,806 1,406,345 84,900 183,638 101,500 1,051,423

国民健康保険特別会計繰出金事業 294,327 147,212 13,000 134,115

介護保険保険事業特別会計繰出事業 497,365 4,124 43,700 449,541

後期高齢者医療事業 475,078 12,752 41,000 421,326

後期高齢者医療特別会計繰出事業 100,021 75,016 2,200 22,805

小　　計 1,366,791 226,352 0 12,752 99,900 1,027,787

病院事業会計補助及び出資事業 640,257 57,754 582,503

健康増進事業 39,363 3,193 2,786 2,900 30,484

後期高齢者医療健康診査事業 3,780 300 3,480

感染症予防事業 123,113 10,900 112,213

母子保健事業 47,725 1,462 4,100 42,163

未熟児養育医療事業 1,213 846 100 267

小　　計 855,451 5,501 0 2,786 76,054 771,110

5,050,048 1,638,198 84,900 199,176 277,454 2,850,320

※社会保障施策に要する経費：「社会福祉」（生活保護、児童福祉、母子福祉、高齢者福祉、障害者福祉など）、
「社会保険」（国民健康保険、介護保険など）、「保健衛生」（医療、感染症その他疾病予防対策、健康増進対策など）

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

合　　　計

７．平成２９年度　地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途について

市町村交付金（社会保障財源化分）決算額

事　　　業 決算額

財源内訳

特定財源 一般財源
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【平成２９年度都市計画税使途状況】
(単位：千円）

都市計画税 その他

街路整備 59,761 55,169 1,301 3,291

公園整備 0 0 0 0

下水道整備 4,209 4,204 1 4

地方債償還 171,232 0 48,509 122,723

下水道事業会計地方債償還 486,499 0 137,822 348,677

その他事業 111,260 31,519 79,741

合　　計 832,961 59,373 219,152 554,436

28.3 %　        ※一般財源のうち都市計画税の割合

８．平成２９年度　都市計画税の使途について

　都市計画税は、都市計画法に基づいて行う街路、公園、下水道整備等の都市計画事
業や土地区画整理法に基づいて行う土地区画整理事業などに要する費用に充てること
を目的とした地方税です。

　平成２９年度の都市計画税（219,152千円）は、次のとおり都市計画事業費等
（832,961千円）の財源として活用しました。

事　業　名 事業費
財源内訳

特定財源
一般財源

街路整備

0.6%
下水道整備

0.0%

地方債償還

22.1%

下水道事業会計

地方債償還

62.9%

その他事業

14.4%
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